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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

中間会計期間
第41期

中間会計期間
第40期

会計期間
自2024年８月１日
至2025年１月31日

自2025年８月１日
至2026年１月31日

自2024年８月１日
至2025年７月31日

売上高 （千円） 1,200,378 1,152,679 2,639,951

経常利益 （千円） 171,352 207,838 376,151

中間（当期）純利益 （千円） 119,553 134,631 262,574

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 131,684 87,000 131,684

発行済株式総数 （株） 1,920,000 1,920,000 1,920,000

純資産額 （千円） 3,136,123 3,355,376 3,279,144

総資産額 （千円） 3,776,158 4,037,096 4,050,186

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 65.51 73.77 143.88

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益

（円） － 73.58 －

１株当たり配当額 （円） － － 32

自己資本比率 （％） 83.1 83.1 81.0

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） 647,241 311,222 554,301

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △3,176 △91,681 △58,437

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △243,958 △58,392 △243,958

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

（千円） 1,846,519 1,859,466 1,698,318

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について
は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しておりません。
３．第40期中間会計期間及び第40期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、希薄化効果を
有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについて重要な変更はございません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

　当中間会計期間における我が国経済は、企業収益が総じて好調な状況を背景とした個人所得の改善に伴い、緩や

かな回復基調で推移いたしました。また高市政権発足後の政策運営に対する期待感を受けて、日経平均株価は最高

値を更新するなど、国内株式市場は底堅さを保っております。

　製造業におきましては、AI関連や半導体製造関連の設備投資が堅調に推移しているものの、深刻化する人手不足

や原材料価格・エネルギー価格の高騰、金利上昇による金融コスト増加への懸念など、依然として先行き不透明な

状況が続いております。

　この結果、当中間会計期間の経営成績は、売上高1,152百万円（前年同期比4.0％減）、営業利益204百万円（前

年同期比20.7％増）、経常利益207百万円（前年同期比21.3％増）、中間純利益134百万円（前年同期比12.6％増）

となりました。

 

　セグメント別の経営成績は、次のとおりです。

（産業システム事業）

　産業システム事業におきましては、半導体関連設備を中心とした受注案件が計画どおりに進捗し、着実に売上高

に計上されております。また、ヒートトライアルを経由した高付加価値設備の販売が寄与したことで高いセグメン

ト利益を確保することができました。一方、当第１四半期の売上高がやや低調に推移したことが影響し、半期累計

の売上高は伸び悩むこととなりました。

　この結果、当中間会計期間に属するセグメント売上高は602百万円（前年同期比17.7％減）となりました。ま

た、セグメント利益（営業利益）は138百万円（前年同期比4.1％増）となりました。

 

（保守サービス事業）

　保守サービス事業におきましては、当社の祖業でもあるメンテナンスサービスが継続的に伸長し、売上高を下支

えすることとなりました。加えて既存事業である改造工事やリジェネ事業に関連する工事案件において売上総利益

率（粗利率）が大幅に改善したことから、売上高、セグメント利益とも伸長いたしました。

　この結果、当中間会計期間に属するセグメント売上高は550百万円（前年同期比17.4％増）となりました。ま

た、セグメント利益（営業利益）は145百万円（前年同期比23.6％増）となりました。

 

（２）財政状態の状況

（資産）

　当中間会計期間末における流動資産合計は2,709百万円となり、前事業年度末に比べ70百万円減少いたしまし

た。これは主として、現金及び預金が161百万円増加、仕掛品が148百万円増加した一方、受取手形及び売掛金が

416百万円減少したことによるものであります。固定資産合計は1,327百万円となり、前事業年度末に比べ57百万円

増加いたしました。これは主として、土地が101百万円増加したことによるものであります。

　この結果、資産合計は4,037百万円となり、前事業年度末に比べ13百万円減少いたしました。

 

（負債）

　当中間会計期間末における流動負債合計は449百万円となり、前事業年度末に比べ99百万円減少いたしました。

これは主として、引当金に含まれる賞与引当金が７百万円増加した一方、支払手形及び買掛金が45百万円、未払法

人税等が18百万円、その他（流動負債）に含まれる未払消費税が33百万円減少したことによるものであります。固

定負債合計は232百万円となり、前事業年度末に比べ10百万円増加いたしました。これは主として、役員退職慰労

引当金が７百万円増加したことによるものであります。

　この結果、負債合計は681百万円となり、前事業年度末に比べ89百万円減少いたしました。
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（純資産）

　当中間会計期間末における純資産合計は、3,355百万円となり、前事業年度末に比べ76百万円増加いたしまし

た。これは、中間純利益の計上による利益剰余金の増加によるものであります。

　この結果、当中間会計期間末の自己資本比率は83.1％（前事業年度末は81.0％）となりました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は前事業年度末より161百万円増加し、1,859百

万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果により獲得した資金は311百万円となりました。これは主に、税引前中間純利益が207百万円であ

り、棚卸資産の増加額△157百万円、仕入債務の減少額△45百万円、法人税等の支払額△84百万円があった一方、

売上債権の減少額416百万円があったためであります。

 

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果により支出した資金は△91百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得があったため

であります。

 

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果により支出した資金は△58百万円となりました。これは、配当金の支払があったためでありま

す。

 

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（５）経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

 

（７）研究開発活動

　当中間会計期間における当社の研究開発活動の金額はありません。

　なお、当中間会計期間において、当社の研究活動の状況に重要な変更はありません。

 

（８）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社の経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２ 事業の状況 １ 事業等のリスク」を参照くださ

い。

 

（９）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　資金需要

　当社における資金需要は主に運転資金需要があります。運転資金需要のうち主なものは、当社の産業システム事

業の設備製造にかかわる材料費、外注費、労務費及び保守サービス事業のメンテナンスにかかわる材料費、外注

費、労務費があります。また、各事業に共通するものとして販売費及び一般管理費の人件費があります。その他に

設備投資需要としまして、各種固定資産購入費用があります。
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②　財務政策

　当社は現在、運転資金については営業キャッシュ・フローで獲得した内部資金を充当しております。不足が生じ

た場合は金融機関からの短期借入金で調達するために、金融機関に十分な借入枠を有しております。

　設備投資需要に係る資金につきましては、原則として自己資本により賄うこととしておりますが、必要に応じて

長期借入金により資金調達を行う等、柔軟に対応することとしております。

 

③　手元資金の流動性について

　当社は当中間会計期間末において、1,894百万円の現金及び預金を保有し、そのうち335百万円の定期預金を保有

しておりますが、これは短期の定期預金のため、十分な手元流動性を確保しております。また、今後、必要に応じ

て金融機関との間で資金調達を検討するとともに、新規投資の時期を慎重に見極め、経費抑制によりキャッシュ・

フロー管理を徹底し、十分な手元流動性の確保に努めてまいります。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年３月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,920,000 1,920,000
名古屋証券取引所

メイン市場
単元株式数　100株

計 1,920,000 1,920,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

2025年12月１日 － 1,920,000 △44,684 87,000 － 59,854

（注）2025年10月29日開催の第40期定時株主総会の決議に基づき、2025年12月１日付で減資の効力が発生しました。これ

により、資本金を44,684千円減少し、全額をその他資本剰余金に振り替えております。この結果、当中間会計期間

末において資本金が87,000千円、となっております。
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（５）【大株主の状況】

  2026年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

髙梨　智志 静岡県浜松市中央区 418,000 22.90

髙梨　今日子 静岡県浜松市中央区 367,541 20.14

エコム社員持株会 静岡県浜松市浜名区平口5277番地1 206,900 11.34

ノリタケ株式会社 愛知県名古屋市西区則武新町三丁目１番36号 102,000 5.59

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 100,000 5.48

しんきん－やらまいか投資事業有限

責任組合
東京都中央区京橋二丁目14番１号 92,000 5.04

株式会社ライトハンドオフィス 静岡県浜松市中央区大平台一丁目17番８号 75,000 4.11

関西電力株式会社 大阪府大阪市北区中之島三丁目６番16号 61,000 3.34

牧野　史朗 宮崎県宮崎市 21,100 1.16

髙梨　千宙 東京都杉並区 19,459 1.07

計 － 1,463,000 80.17
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 95,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,824,400 18,244

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。

単元未満株式 普通株式 600 － －

発行済株式総数  1,920,000 － －

総株主の議決権  － 18,244 －

 

②【自己株式等】

    2026年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社エコム
静岡県浜松市浜名区平口

5277番地１
95,000 － 95,000 4.95

計 － 95,000 － 95,000 4.95

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2025年８月１日から2026年１月31

日）に係る中間財務諸表について、かなで監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2025年７月31日）
当中間会計期間
（2026年１月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,733,179 1,894,344

受取手形及び売掛金 921,113 504,606

仕掛品 57,357 206,142

原材料 55,487 64,573

その他 13,188 40,151

流動資産合計 2,780,326 2,709,820

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 732,927 710,929

土地 338,655 440,244

その他（純額） 76,341 70,230

有形固定資産合計 1,147,923 1,221,403

無形固定資産   

のれん 18,333 15,833

その他 1,241 1,004

無形固定資産合計 19,575 16,838

投資その他の資産   

破産更生債権等 － 365

貸倒引当金 － △365

その他 102,360 89,034

投資その他の資産合計 102,360 89,034

固定資産合計 1,269,860 1,327,275

資産合計 4,050,186 4,037,096

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 348,296 302,915

未払法人税等 90,893 72,120

引当金 6,696 8,574

契約負債 4,906 －

その他 97,890 65,567

流動負債合計 548,682 449,177

固定負債   

役員退職慰労引当金 138,152 145,780

退職給付引当金 71,253 72,777

その他 12,953 13,983

固定負債合計 222,359 232,541

負債合計 771,042 681,719

純資産の部   

株主資本   

資本金 131,684 87,000

資本剰余金 59,854 104,539

利益剰余金 3,211,105 3,287,337

自己株式 △123,500 △123,500

株主資本合計 3,279,144 3,355,376

純資産合計 3,279,144 3,355,376

負債純資産合計 4,050,186 4,037,096
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

売上高 1,200,378 1,152,679

売上原価 783,040 704,492

売上総利益 417,337 448,187

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 63,723 69,478

役員報酬 28,959 32,169

減価償却費 19,975 18,601

役員退職慰労引当金繰入額 6,873 7,627

賞与引当金繰入額 3,437 4,008

その他 124,500 111,331

販売費及び一般管理費合計 247,468 243,216

営業利益 169,868 204,970

営業外収益   

受取利息 232 1,802

補助金収入 997 247

スクラップ売却益 372 556

その他 108 263

営業外収益合計 1,710 2,868

営業外費用   

支払利息 227 －

営業外費用合計 227 －

経常利益 171,352 207,838

特別損失   

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0

税引前中間純利益 171,352 207,838

法人税、住民税及び事業税 54,406 72,176

法人税等調整額 △2,607 1,030

法人税等合計 51,798 73,206

中間純利益 119,553 134,631
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 171,352 207,838

減価償却費 31,274 29,591

のれん償却額 2,499 2,499

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,384 1,524

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,873 7,627

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,778 7,181

製品保証引当金の増減額（△は減少） △907 △4,075

受注損失引当金の増減額（△は減少） － △1,227

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 182

受取利息及び受取配当金 △232 △1,802

支払利息 227 －

補助金収入 △997 △247

売上債権の増減額（△は増加） 550,049 416,141

棚卸資産の増減額（△は増加） 79,297 △157,871

仕入債務の増減額（△は減少） △136,960 △45,380

契約負債の増減額（△は減少） 3,063 △4,906

未払又は未収消費税等の増減額 △19,326 △60,255

その他 △11,163 △3,048

小計 685,212 393,771

利息及び配当金の受取額 232 1,802

利息の支払額 △227 －

補助金の受取額 997 247

法人税等の支払額 △38,973 △84,598

営業活動によるキャッシュ・フロー 647,241 311,222

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △18,026 △18,052

定期預金の払戻による収入 18,024 18,035

有形固定資産の取得による支出 △840 △91,684

その他 △2,334 19

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,176 △91,681

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △192,840 －

配当金の支払額 △51,118 △58,392

財務活動によるキャッシュ・フロー △243,958 △58,392

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 400,106 161,147

現金及び現金同等物の期首残高 1,446,413 1,698,318

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 1,846,519 ※１ 1,859,466
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【注記事項】

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前中間会計期間

（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

現金及び預金勘定 1,881,367千円 1,894,344千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △34,847千円 △34,878千円

現金及び現金同等物 1,846,519千円 1,859,466千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2024年８月１日　至　2025年１月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年９月５日

取締役会
普通株式 51,100 28 2024年７月31日 2024年10月15日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　2024年11月14日の取締役会決議において会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却を決議し、2024年

11月27日付で自己株式189,000株の消却を実施いたしました。この結果、当中間会計期間において利益剰余

金及び自己株式がそれぞれ245,700千円減少し、当中間会計期間末において利益剰余金が3,068,084千円、自

己株式が123,500千円となっております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2025年８月１日　至　2026年１月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年９月４日

取締役会
普通株式 58,400 32 2025年７月31日 2025年10月15日 利益剰余金

（注）配当金の内訳は、普通配当30円00銭・記念配当２円00銭です。

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2025年10月29日開催の第40期定時株主総会の決議に基づき、2025年12月１日付で減資の効力が発

生しました。これにより、資本金を44,684千円減少し、全額をその他資本剰余金に振り替えております。

　この結果、当中間会計期間末において資本金が87,000千円、となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2024年８月１日　至　2025年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間損益
計算書計上額
（注）２ 

産業システム
事業

保守サービス
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 731,690 468,687 1,200,378 － 1,200,378

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － －

計 731,690 468,687 1,200,378 － 1,200,378

セグメント利益 133,007 118,022 251,029 △81,161 169,868

（注）１．セグメント利益の調整額△81,161千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれておりま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間会計期間（自　2025年８月１日　至　2026年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間損益
計算書計上額
（注）２ 

産業システム
事業

保守サービス
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 602,247 550,432 1,152,679 － 1,152,679

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － －

計 602,247 550,432 1,152,679 － 1,152,679

セグメント利益 138,404 145,929 284,334 △79,363 204,970

（注）１．セグメント利益の調整額△79,363千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれておりま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

前中間会計期間（自　2024年８月１日　至　2025年１月31日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 
報告セグメント

合計
産業システム事業 保守サービス事業

設備 729,043 － 729,043

点検 － 109,585 109,585

工事 － 278,666 278,666

部品販売 － 80,029 80,029

その他 2,647 405 3,052

顧客との契約から生

じる収益
731,690 468,687 1,200,378

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 731,690 468,687 1,200,378

 

当中間会計期間（自　2025年８月１日　至　2026年１月31日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 
報告セグメント

合計
産業システム事業 保守サービス事業

設備 596,090 － 596,090

点検 － 148,422 148,422

工事 － 303,232 303,232

部品販売 － 98,672 98,672

その他 6,157 105 6,262

顧客との契約から生

じる収益
602,247 550,432 1,152,679

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 602,247 550,432 1,152,679
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

（１）１株当たり中間純利益 65円51銭 73円77銭

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 119,553 134,631

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益（千円） 119,553 134,631

普通株式の期中平均株式数（株） 1,825,000 1,825,000

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － 73円58銭

（算定上の基礎）   

中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 4,759

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）前中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　2025年９月４日開催の取締役会において、次の通り剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額……………………………………58百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………32円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………2025年10月15日

（注）2025年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2026年３月11日

株式会社エコム  

 取締役会　御中 

 

 かなで監査法人  

 東京都中央区  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 水野　雅史

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　直樹

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エコムの

2025年8月1日から2026年7月31日までの第41期事業年度の中間会計期間（2025年8月1日から2026年1月31日まで）に係る中

間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社エコムの2026年1月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま
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た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

 
  
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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